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研究背景 

 

日本の自動車運転人口は、高齢化が著しい。2002 年に 65 歳以上の運転免許証保有者数

が、24 歳以下を追い越したことはこの事実を端的に示す 1。それに伴い、認知症臨床の現

場で、自動車運転を巡る問題への対応を迫られる機会は増大している。認知症臨床に従事

する者は、どんな事柄に配慮してこの問題に対応すべきなのだろうか。 

認知機能は自動車運転を支える重要因子のひとつであり 2、公共の安全に鑑みて、認知

症者の「運転中止」を求める社会的要請は強い 3。日本では、2009 年 6 月に 75 歳以上の

高齢ドライバーに対して免許更新時の認知機能検査を義務付ける「道路交通法の一部を改

正する法律（法律第九十号第百一条の四, 2007）」が施行を迎える。これを受けて社会的関

心がさらに高まることは必至である。しかし、認知症臨床において個人の運転生活へ介入

する上では、大きく「中断時期を判断することの困難」と「心理社会的問題への対処」の

2 課題が存在し、各々、研究途上にある 4 。前者については、認知症者の運転能力の評価

法が医学的に確立されておらず、個別の事例を対象とした中断時期の決定に試行錯誤が伴

うことについて議論されている 5-6。確かに、認知症のドライバーは健常高齢ドライバーに

比べて、自動車事故の危険性が 2.5～4.7 倍とされ 6-7、中等度や高度の認知症者には運転中

止を勧告すべきとする一致した見解が得られている 8-9。しかし、最軽度から軽度の認知症

を有するドライバーを対象とした研究は、全員が危険なドライバーとはいえないことを示

唆しており 10-13、この時期の患者の中から運転中止の勧告が必要なドライバーを選定する

方法が求められている。特に、高齢者の運転能力の低下には、認知機能だけでなく、視力、

運動機能などの要因が影響する 2, 14。これらの交絡要因を現場の評価にどう反映させるの

か、認知症の原因疾患ごとに異なる運転上の課題をどのように加味して評価するのかとい

った課題が残されている 15-16。 
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他方の「心理社会的問題への対処」の視点からも、様々な問題が指摘されている。第一

に、「運転できること」は高齢者の自尊心や生活の自立を支える要因の一つである 4。その

ため、運転中止というライフイベントが社会や介護者の安堵感とひきかえに、高齢者の心

理社会的側面にマイナスの影響を及ぼす要因になること 17、医師が運転中止を勧告するこ

とで患者－医療者間の関係悪化を招くこと 5、などが指摘されている。こうした心理社会

的問題が存在し、さらに、最軽度～軽度の認知症に対する明確な指針も得られていないた

めに、運転中止の勧告をためらう医師は多いという報告もある 18。第二に、高齢者の運転

に対する思いや、認知症者が自動車運転を中断した後の生活を考慮しないまま、勧告をす

るだけの介入には実効力が伴わない。上村ら(2005)は、認知症臨床の場で運転中止を勧告

する場合、患者本人のみならず介護家族の生活環境への配慮も無視できないことを指摘し

ている 6。これまで運転を生活の一部としてきた高齢者にとって、その中止は生活スタイ

ルに大きな変化を強制される経験となる。認知症者のその後の生活を意識した実現可能な

介入を進めるためには、認知機能低下を有する高齢者が運転中止することの生活への影響

の把握と、代替手段の導入方法について、検討する必要がある 4。 

 

目  的 

 

どのように危険運転を評価するのかという基準の確立とともに、心理社会的問題への対

処法の確立が、認知症者が運転する生活から離脱することを可能とする。しかし、在宅高

齢者の移動手段に関する基礎的情報が不足している現状にあって、認知機能低下を有する

高齢者が運転中止を求められた際、対峙することになる心理・社会的な課題は未だ十分に

記述されていない。運転中止がその後の生活に与えるインパクトは不明である。そこで本

研究では、運転中止によって直接的に影響を受けると考えられる日常の交通利用に着目し、
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運転中止が高齢者のその後の生活に与えるインパクトを確認した。具体的には、次の仮説

を検証した。もし運転を生活の一部としていた高齢者が運転を中止することで(以下、免許

失効済者と呼ぶ)、その生活に影響が残り、元来運転を生活の一部にしていない高齢者(以

下、免許未取得者と呼ぶ)の生活に比べて交通利用に困難が生じるならば、両者の日常の交

通利用形態には差が生じているはずである。即ち、本研究の目的は、認知機能低下を有す

る高齢者群の運転中止の実態を後向きに調査して、運転中止の有無と高齢者の交通利用の

状況との関係を検討することであった。 

 

方  法 

 

 

1. 期間 

2007 年 12 月から 2008 年 7 月末日までの 8 ヶ月間であった。 

 

2. 対象 

期間中に名古屋大学医学部附属病院老年科外来「もの忘れ検査枠」 19 を利用した連続

122 名のうち、調査に協力が得られ、回答内容の研究利用に対する同意が紙面によって確

認され、認知症か否かについて診断が確定した 101 名を分析対象とした。 

すべての対象者について、主治医による診察内容および、頭部 SPECT、MRI または CT

検査、血液生化学検査、各種神経心理学的検査の施行結果に基づき、認知症専門医 2 名に

よって「認知症か否か」、および認知症の場合にはその原因疾患に関する鑑別診断が、非認

知症の場合には軽度認知障害(MCI: mild cognitive impairment)の有無に関する鑑別診断なさ

れた。認知症の診断は Diagnostic and Manual of Mental Disorders. 3rd Ed. Revised Ed. 20に依拠

した。また、アルツハイマー病についてはNational Institute of Neurological and Communicative 
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Disorders and the Stroke and the Alzheimer's Disease and Related Disorders Association の基準に 

21、脳血管性認知症については Diagnostic and statistical manual of mental disorders. 4th ed. の

基準に 22、前頭側頭型認知症については The Lund and Manchester Groups の基準に 23、MCI

については The MCI Working Group the European Consortium on Alzheimer's Disease の基準に 

24、それぞれ依拠した。 

 

3. 地誌的背景  

名古屋大学医学部附属病院は、29 診療科、4 医療部、1 医療センターから成る、国立大

学法人附属の総合病院で、人口 224 万人の愛知県名古屋市の中心部(昭和区)に位置する。

病院へは、市営バス、市営地下鉄、JR 線、タクシー、自家用車を用いたアクセスが可能で

ある。なお、2008 年 4 月時点における、名古屋市の 65 歳以上人口比率は 19.9%であり、

全国平均 20.7% (2006 年 8 月時点)と大差ない。 

 

4. 利用交通調査 

調査紙は原則自記式とした。ただし、自記での回答が困難な者に対しては半構造化面接

を行い、同一内容を聞き取った。調査紙は、以下の内容から構成された。 

(1) 説明と同意：紙面をもって研究の説明を行い、回答内容の研究利用に対する同意を確

認した。通院に付き添い家族があった場合には、家族に対しても紙面による研究の説明を

行い、同意を確認した。 

(2) 利用交通状況：近接 1 か月間に 3 回以上利用した日常的に利用する交通機関および、

生命維持に直結すると考えられる通院に利用する交通機関について、「バス、地下鉄、地下

鉄以外の電車、タクシー、自家用車(自分で運転)、自家用車(家族が運転)、自転車、徒歩の

み」の 8 種類の中から、利用のある手段を全て回答させた。 
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(3) 運転免許証の保有経験：「運転免許証をもっているか」について、「はい、いいえ、以

前持っていた」の中から選択させた。 

(4) 運転状況：現在も運転免許証を保有している者にのみ、「自分で運転する頻度」につい

て、「よく運転する、時々運転する、ほとんど運転しない」の三段階で、「運転できないと

日常生活に困る度合」を「困る、困らないが不便だ、困らない」の三段階で、「運転中にヒ

ヤリハッとした経験」について「あり、なし」の二段階で評定させた。 

(5) 基本情報：年齢、性別、教育歴を確認し、Mini-Mental State Examination (MMSE) 25、Frontal 

Assessment Battery at Bedside (FAB) 26、Geriatric Depression Scale 短縮版 (GDS15) 27を調査当

日に施行した。 

 

結  果 

 

1. 調査対象群の特性 

本研究の対象者は、女性 58 名、男性 43 名から構成された。対象者の平均年齢±SD は

75.3±7.3 歳、平均教育歴 11.2±2.9 年、平均 MMSE 23.8±4.2 得点、平均 FAB 12.3±2.4 得

点、平均 GDS15 5.0±3.8 得点、認知症の罹患率 61.4%であった。対象者の居住地区の構成

は、名古屋市内が 61 名(60.4%)、名古屋市近郊が 34 名(33.7%)、愛知県外が 6 名(5.9%)であ

った。調査協力者 101 名中、調査当日に付添いを伴って来院した者は 65 名(64.4%)にのぼ

る．また、調査協力者 101 名中、独居者は 5 名(5.0%)と限られていた。 

全調査協力者中、現在も運転免許証を保有する「免許保持者」は 48 名(47.5%)、以前保

有していたが現在は手放している「免許失効済者」は 16 名(15.8%)、もともと取得経験の

無い「免許未取得者」が 37 名(36.6%)であった。χ2検定の結果、人数の偏りは有意であり

(χ2
 = 15.70, a < .05)。残差分析の結果、免許保持者の人数が有意に多く、免許失効済者が
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有意に少ないことが確認された (p < .01)。 

免許保持者の平均運転歴(SD)は、45.0 (12.7)年で、免許保持者 48 名中、26 名(54.2%)が現

在も「よく運転する」と回答し、「時々運転する」の 11 名(22.9%)、「ほとんど運転しない」

の 11 名(22.9%)に対し、多数を占めた。また、運転が生活に必要とされる度合いについて

は、「困る」の 26 名(54.2%)が、「困らないが不便だ」の 12 名(25.0%)、「困らない」の 10

名(20.8%)に対して多数を占めた。危険の自覚(運転中のヒヤリハッと経験)の有無について

は、「あり」の 28 名(58.3%)と、「なし」の 20 名(41.7%)の間に有意な差は認められなかった。

ただし、家族の報告によって確認できただけでも「なし」と回答した者のうち 7 名につい

ては、交通事故など客観的な危険が示唆されている。本人の自覚と客観的な運転上の危険

との間の齟齬が否定できない。 

Table 1 には、運転免許の保有条件群(免許保持者、免許失効済者、免許未取得者)の別に、

基本属性を示す。一元配置の分散分析によって群間差を検討したところ、年齢、MMSE 得

点、FAB 得点について、有意な群の主効果が認められた(F(1,69)＝4.33；4.25；3.69, p < .05)。

下位検定の結果、免許保持者は免許失効済者に比べて、年齢が低く、MMSE 得点が高かっ

た(p < .05)。また、免許保持者は免許未取得者に比べて、FAB 得点が高かった(p < .05)。 

認知症の罹患率については、免許保持者で 24 名(50.0 %)、免許失効済者で 10 名(62.5 %)、

免許未取得者で 28 名(75.7 %)であり、χ2検定の結果、群間で罹患者の割合に偏りのある傾

向が確認された(χ2
 = 5.82, a < .10)。残差分析の結果、免許保持者において認知症者が少な

く、免許未取得者において多いという傾向が確認された(p < .10)。さらに、認知症の原因疾

患別に検討した結果、特定の認知症の原因疾患を有する者がある免許取得条件群に偏って

含まれているという傾向は認められなかった。認知症群以外の対象者に含まれる軽度認知

障害を有する者の割合についても、各免許取得条件群の間で差は認められなかった。よっ

て、以下では、認知症か否かの大分類についてのみを考察の対象とする。Table 2 には、運 
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Table 1: 各運転免許保有条件群の基本属性：平均値±SD 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 2: 各運転免許保有条件群の認知症関連疾患の罹患者数(群内の構成%)

 
運転免許所有条件

保持 失効済 未取得

(n  = 48) (n  = 16) (n  = 37)

性別 (女/男) 20/28 6/10 32/5

年齢 (歳) 73.4 ± 6.8 79.1 ± 5.9 76.2 ± 7.7

教育歴 (年) 11.7 ± 2.8 10.2 ± 2.9 10.9 ± 2.9

独居 (n , %) 2 ( 4.2 %) 2 ( 12.5 %) 1 ( 2.7 %)

来院付添あり (n , %) 27 ( 56.3 %) 12 ( 75.0 %) 26 ( 70.3 %)

居住地区 (n , %)

(1) 名古屋市内 21 ( 43.8 %) 11 ( 68.8 %) 29 ( 78.4 %)

(2) 名古屋市近郊 23 ( 47.9 %) 5 ( 31.3 %) 6 ( 16.2 %)

(3) 愛知県外 4 ( 8.3 %) 0 ( 0.0 %) 2 ( 5.4 %)

認知症 (n , %) 24 ( 50.0 %) 10 ( 62.5 %) 28 ( 75.7 %)

MMSE (/30) 24.9 ± 3.5 21.6 ± 5.0 23.4 ± 4.4

FAB (/18) 13.0 ± 2.5 12.3 ± 2.0 11.4 ± 2.3

GDS15 (/15) 4.4 ± 4.0 6.3 ± 4.1 6.0 ± 4.0

運転免許所有条件

保持 失効済 未取得

(n  = 48) (n  = 16) (n  = 37)

認知症群 AD 16 7 24

VD 2 0 1

FTD 2 1 0

その他 4 2 3

軽度認知障害 15 4 3

認知機能健常 5 0 1

その他 4 2 5
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転免許の保有条件群別に認知症関連疾患の罹患率を示す。 

独居率、来院時の付添いの有無について、χ2検定を行った結果、群間差は認められなか

ったが、居住地区については頻度に有意な偏りが認められた(χ2 = 12.07, a < .05)。残差分

析の結果、免許保持者においては市内居住者が少なく市近郊居住者が多い一方、免許未取

得者においては市内居住者が多く市近郊居住者が少ないという群間差が確認された(p 

< .05)。 

 

2. 免許失効の有無と日常移動および通院時の交通手段との関係 

運転免許の失効が、利用する交通手段にどのような影響を与えているのかを検討するた

めに、日常移動および通院の交通利用の状況を、運転免許の保有条件群(免許保持者、免許

失効済者、免許取得者)の間で比較検討した。個人が、8 種の交通機関中、何種の機関をこ

の 1 ヶ月間に 3 回以上利用しているのかをカウントしたところ、各群の平均値(SD)は、免

許保持者 2.02(1.16)種類、免許失効済者 1.95(1.17)種類、免許未取得者 2.70(1.13)種類であっ

た。一元配置の分散分析の結果、有意な群の主効果が認められた(F(1,69)＝12.08, p < .05)。下

位分析の結果、利用した交通機関の種類は免許保持者で免許未取得者に比べて有意に少な

く(p < .05)、免許失効済者で免許未取得者に比べて少ない傾向を示した(p < .10)。 

Table 3 に、運転免許の保有条件群ごとの各種の交通機関の利用者数(群内の利用%)を示

した。運転免許の保有条件群間で利用の状況に有意な差が認められた交通機関は、日常的

に利用する交通機関に関しては、バス、地下鉄、自家用車(自分で運転)、自家用車(家族が

運転)であり(χ2
 = 8.50；11.42；68.42；17.83, a < .05)、通院に利用する交通機関については、

タクシー、自家用車(自分で運転)、自家用車(家族が運転)であった(χ2
 = 7.39；15.92；11.76, 

a < .05)。残差分析の結果、日常の交通利用に関しては、「自家用車(家族が運転)」を利用す

る人数が免許保持者で少なく免許失効済者、免許未取得者で多いのに対して、「バス」、「地 
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Table 3: 運転免許保有条件群ごとの各種交通機関の利用者数(群内の利用%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下鉄」を利用する人数は免許保持者で少なく、免許未取得者で多かった。通院の交通利用

状況については、「自家用車(家族が運転)」、「タクシー」を利用する人数が免許保持者で少

ない点は共通しているが、「自家用車(家族が運転)」を利用する人は免許失効済者で多いの

に対して、「タクシー」を利用する人数は免許未取得者で多かった(p < .05)。なお、当然な

がら、「自家用車(自分で運転)」については、免許失効済者、免許未取得者では利用する者

がおらず、日常・通院ともに免許保持者で有意に多かった(p < .05)。 

運転免許所有条件

保持 失効済 未取得

(n  = 48) (n  = 16) (n  = 37)

日常交通

バス 13 ( 27.1 ) 7 ( 43.8 ) 22 ( 59.5 )

地下鉄 13 ( 27.1 ) 7 ( 43.8 ) 24 ( 64.9 )

電車 9 ( 18.8 ) 2 ( 12.5 ) 11 ( 29.7 )

タクシー 4 ( 8.3 ) 3 ( 18.8 ) 13 ( 35.1 )

自家用車 (自分で運転) 37 ( 77.1 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )

自家用車 (家族が運転) 7 ( 14.6 ) 9 ( 56.3 ) 19 ( 51.4 )

自転車 11 ( 22.9 ) 2 ( 12.5 ) 11 ( 29.7 )

徒歩のみ 6 ( 12.5 ) 0 ( 0.0 ) 3 ( 8.1 )

通院

バス 14 ( 29.2 ) 5 ( 31.3 ) 16 ( 43.2 )

地下鉄 13 ( 27.1 ) 5 ( 31.3 ) 11 ( 29.7 )

電車 20 ( 41.7 ) 4 ( 25.0 ) 7 ( 18.9 )

タクシー 1 ( 2.1 ) 2 ( 12.5 ) 8 ( 21.6 )

自家用車 (自分で運転) 11 ( 22.9 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )

自家用車 (家族が運転) 7 ( 14.6 ) 8 ( 50.0 ) 12 ( 32.4 )

自転車 5 ( 10.4 ) 2 ( 12.5 ) 1 ( 2.7 )

徒歩のみ 1 ( 2.1 ) 0 ( 0.0 ) 4 ( 10.8 )
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3. 認知症発症による利用交通機関の変化 

 さらに認知症群の日常移動および通院に利用する交通機関に、一部認知機能健常例を含

む軽度認知機能障害群と違いが認められるか否かを、運転免許の保有条件群別に比較した。

Table 4 には、認知症群内における、運転免許の保有条件群ごとの各交通機関の利用者数(群

内の利用%)をまとめた。認知症の発症が利用する交通機関と関係するか否かをχ2検定に 

 

Table 4: 認知症群内における、運転免許の保有条件群ごとの各交通機関の利用者数(群内の

利用%) 

 運転免許所有条件

保持 失効済 未取得

(n  = 25) (n  = 10) (n  = 28)

日常交通

バス 5 ( 20.0 ) 1 ( 10.0 ) 18 ( 64.3 )

地下鉄 5 ( 20.0 ) 2 ( 20.0 ) 17 ( 60.7 )

電車 3 ( 12.0 ) 2 ( 20.0 ) 6 ( 21.4 )

タクシー 1 ( 4.0 ) 1 ( 10.0 ) 10 ( 35.7 )

自家用車 (自分で運転) 21 ( 84.0 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )

自家用車 (家族が運転) 2 ( 8.0 ) 6 ( 60.0 ) 14 ( 50.0 )

自転車 5 ( 20.0 ) 1 ( 10.0 ) 8 ( 28.6 )

徒歩のみ 4 ( 16.0 ) 0 ( 0.0 ) 2 ( 7.1 )

通院

バス 6 ( 24.0 ) 2 ( 33.3 ) 3 ( 30.0 )

地下鉄 6 ( 24.0 ) 4 ( 66.7 ) 1 ( 10.0 )

電車 8 ( 32.0 ) 1 ( 16.7 ) 3 ( 30.0 )

タクシー 1 ( 4.0 ) 0 ( 0.0 ) 2 ( 20.0 )

自家用車 (自分で運転) 7 ( 28.0 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )

自家用車 (家族が運転) 6 ( 24.0 ) 2 ( 33.3 ) 6 ( 60.0 )

自転車 3 ( 12.0 ) 1 ( 16.7 ) 1 ( 10.0 )

徒歩のみ 1 ( 4.0 ) 0 ( 0.0 ) 0 ( 0.0 )
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よって検討した結果、日常的に利用する交通機関についてはバスと地下鉄において、通院

についてはバスにおいて、免許失効済者の利用頻度に有意な偏りが認められた(χ2
 = 

12.34；6.11；5.61, a < .05)。残差分析の結果、認知症の免許失効済者は、未だ認知症ではな

い免許失効済者に比べて有意にこれらの交通機関を利用する者が少なかった(p < .05)。他の

交通機関や他の免許所有条件(免許保持者と免許未取得者)には有意な差が認められなかっ

た。 

 

考  察 

 

1. 免許失効の有無と交通手段との関係 

本研究では、運転中止が認知機能低下を有する高齢者のその後の生活に与えるインパク

トを評価するために、都市部大学病院もの忘れ外来を受診する高齢者が日常移動と通院に

利用する交通手段について調査し、運転中止の有無と利用する交通機関との関連を検討し

た。日常移動および通院の交通利用の状況について運転免許の保有条件群(免許保持者、免

許失効済者、免許未取得者)間で比較したところ、1 か月間に 3 回以上利用する交通機関の

数が免許保持者で免許未取得者に比べて有意に少なく、免許失効済者においても免許未取

得者に比べて少ない傾向が確認された。具体的な交通手段別の検討の結果は、免許未取得

者の多くがバスや地下鉄、タクシーといった公共交通機関の重複利用を可能としているの

に対して、免許保持者や免許失効済者においては限定的な利用に留まり、替わりに免許保

持者では自分の運転で自家用車を、免許失効済者においては家族の運転で自家用車を利用

している傾向が確認された。この傾向は、認知症者においてより顕著であった。 

これらの結果は、第一に、何らかの認知機能低下を有する高齢者群においては、運転免

許を保持しない場合に、家族の運転に依存せざるを得ない実情を示唆する。免許失効済群
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と未取得群ともに、半数以上が月に 3 回以上家族の運転する自家用車を移動に用いている

という実態が明らかにされた。第二に、免許取得経験のある高齢者と元来運転免許を取得

しない生活を選択してきた高齢者とでは、移動手段として「自分の運転で自家用車を利用

しないこと」の生活に与えるインパクトが異なることを示唆する。即ち、過去に自分の運

転で移動する生活を選択してきた高齢者の場合は、その中止が、単に「自分の運転で自家

用車を利用しない」ことを意味するだけでなく、認知症発症時の「移動手段が減る、ない

し無くなる」ことに直結していた。公共交通機関を利用する機会が少ないという元来の生

活スタイルが免許失効後も遷延し、公共交通機関の新規利用に結びつかないためと解釈し

得る。逆に、運転免許未取得群では、他の 2 群に比べて認知症者の割合が多いにも関わら

ず公共交通機関の利用割合が維持されていた。公共交通機関を利用することになじんだ生

活歴が彼らの移動を支えている可能性を示唆する。よって、運転を生活の一部としてきた

高齢者に認知機能低下を理由として中止を勧告する場合には、公共交通機関を利用する方

向に生活を切替えることの難しさを前提にして介入を始める必要がある。そして、家族や

介護者による送り迎えの導入を中心に環境の整備を図ることが現実的と思われる。 

本研究の限界として、免許保持者においては市内居住者が少なく市近郊居住者が多い一

方、免許未取得者においては市内居住者が多く市近郊居住者が少ないという基本属性の群

間差が指摘される。したがって、高齢ドライバーが運転を中断した場合に家族の運転に頼

らざるを得なくなる理由が、単にインフラとしての公共交通機関網の不在にあるのか、公

共交通機関への馴れの程度といった個人の能力に起因するのかについては判断できない。

この点を明らかにすることは、援助の在り方を検討することにつながる。今後の課題であ

る。 

 

2. 運転中止の選択に関わる要因 
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本研究の対象群において、47.5%を占める「免許保持者」のうち、いわゆるペーパード

ライバーや、家族に止められていて「ほとんど運転しない」者の割合は 22.9%に過ぎなか

った。池田ら(2005) 28がすでに指摘しているように、高齢者における「免許を持っている

人は、乗っている人である」という傾向が改めて確認された結果といえるが、その背景に

は、都市近郊在住であっても、運転できないと困ったり、不便であったりする本人の認識

が存在するようである。では、加齢に伴いある時点で自ら運転を辞める高齢ドライバーと、

そうでないドライバーとの間にはどのような属性差があるのか。 

運転免許の保有条件間でその属性を比較したところ、免許保持者は免許失効済者に比べ

て、年齢が低く、教育歴が高く、全般的な認知機能低下を反映する MMSE の成績に優れ、

高得点であるほど抑うつが強いと判断される GDS15 得点が低いことが示された。また免

許保持者は免許未取得者に比べて、前頭葉機能を反映するとされる FAB の成績に優れ、

GDS15 得点が低く、市内居住者が多いことが示された。これらの結果は、認知機能低下の

程度や居住地区の交通状況といった従来指摘されてきた因子が運転中止の選択圧であるこ

とを支持する一方で、GDS15 得点に反映されるような本人の精神状態も無視できない可能

性を示唆する 29。 

しかし、本研究は小規模サンプルを対象とした群間比較に留まるために、各要因が運転

中止の選択に寄与する程度を、関係変数を調整した上で比較検討できていない点で限界が

ある。また、「事故経験」や「家族による勧め」といったイベントが運転中止の選択にどの

ように影響するのかについても不明である。今後の展望として、認知機能低下を有する高

齢者本人のみを対象とするのではなく、介護者の意識や働きかけの内容に関する調査も並

行実施することで、「なぜ運転を中止できたのか」という促進因を明らかにすることが望ま

れる。 

本研究では、運転中止が高齢者のその後の生活に与えるインパクトとして、利用交通の
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選択肢の減少、家族による運転への依存が確認された。医療者が認知機能低下を有するド

ライバーに運転中止を求める場合には、公共交通機関を代替利用する難しさへの配慮が不

可欠と考えられる。認知症臨床の現場において効果的な介入を実現していくために、「いか

なる条件が満たされたとき、認知機能低下を有する高齢ドライバーは運転中止を選び取り

やすいのか」を明らかにする必要がある。 
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